
 

第 1 章 総則 

 

§1 ガイドラインの目的 
 本ガイドラインは、下水道事業における大幅なコスト縮減や省エネルギー・創エネルギー効果の増

大に寄与するため、下水道革新的技術実証事業（B-DASH プロジェクト）で採択された「小口径管路

からの下水熱を利用した融雪技術」（以下「本技術」という。）について、実証研究の成果を踏まえて、

技術の概要、導入検討、計画・設計及び維持管理等に関する技術事項について明らかにし、もって導

入の促進に資することを目的とする。 

 

【解説】 
 下水道革新的技術実証事業（B-DASHプロジェクト）は、新技術の研究開発及び実用化を加速するこ

とにより、下水道事業における資源回収、大幅な省エネルギー・創エネルギー効果やコスト縮減を実

現し、併せて、本邦企業による水ビジネスの海外展開を支援するため、国土交通省が実施しているも

のである。 

B-DASHプロジェクトの一覧は、図 1-1 のとおりである。各実証事業においては、国土技術政策総合

研究所からの委託研究として、実証研究を実施している。 

 本技術は、他の熱源よりも低コストに融雪できる下水熱利用技術に係る革新的技術であり、実証研

究のとりまとめにあたっては、専門的知識を有する有識者及び実務に精通した地方公共団体職員より

意見を聴取したうえで、学識経験者で構成される下水道革新的技術実証事業評価委員会 （以下「評

価委員会」という。）の評価を受け、十分な成果が得られたと評価された。 

 本ガイドラインは、下水道事業における大幅な省エネルギー・創エネルギー効果やコスト縮減を実

現するため、評価委員会で評価された本技術の実証研究の成果を踏まえ、本技術の導入の促進に資す

ることを目的として、国土技術政策総合研究所が作成するものである。このため、本ガイドラインで

は、下水道管理者が本技術の導入を検討する際に参考にできるように、技術の概要及び評価、導入検討、

計画・設計並びに運用・維持管理に関する技術的事項についてとりまとめている。 

 なお、本ガイドラインについても、実証研究の成果と同様に、専門的知識を有する有識者及び実務

に精通した地方公共団体職員より意見を聴取のうえ、評価委員会の評価を受け、了承されたものであ

る。 
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下水道革新的技術実証事業（B-DASHプロジェクト）一覧

H24

H25

⑤下水汚泥の固形燃料化
⑥未処理下水の熱利用（空調等）
⑦栄養塩(窒素)除去
⑧栄養塩(リン)除去･回収

⑨焼却排熱発電 ⑩管きょマネジメント

H26
⑪水素創出 ⑫省エネ型水処理
⑬⑭ICTを活用した水処理・浸水対策

H27

⑮バイオガス集約・活用
⑯CO2分離・回収・活用
⑰設備劣化診断 ⑱降雨・浸水予測
⑲空洞探査 ⑳再生水利用

H23
①水処理（固液分離） ②バイオガス回収
③バイオガス精製 ④バイオガス発電

H28
㉑中小向け汚泥有効利用
㉒ダウンサイジング水処理

H29
㉓地産地消型バイオマス
㉔省エネ型汚泥焼却
㉕省エネ低コスト型水処理

㉖ICT活用型下水道施設管理
㉗ICT活用型管路マネジメント
㉘中小向けエネルギーシステム
㉙未処理下水の熱利用（車道融雪）

H30

年度別公募テーマ

㉚ICT活用型高度処理
㉛クラウド・AI活用マンホールポンプ管理
㉜AI活用管内異常検知

H3１

放流

⑧㊶㊷㊸㊻㊼リン回収

都市ガス・発電
・工場等

発電所
製紙工場等

流
入

下水処理

汚泥処理

処理場内
利用等

場内・
場外利用

エネルギー

CNG車
FCV等

⑭ICTを活用した浸水対策

⑱降雨・浸水予測

有用藻類の培養
農業利用等

⑦
窒素
除去

下水処理場

⑳再生水利用

資源・エネルギー

再生水利用
農業、都市等

水処理
①固液分離
⑫省エネ型水処理
⑬ICTを活用した運転制御
㉒ダウンサイジング水処理
㉕省エネ低コスト型水処理
㉚ICT活用型高度処理
㉝移設可能な水処理
㊴初沈エネルギー回収
㊵深槽曝気省エネ型改築

肥料

地域バイオマス

剪定枝・
生ゴミ・し尿等

⑰設備
劣化診断

下水汚泥

㉖ICT活用型
下水道施設管理

⑤固形燃料化

管きょ

⑩管きょﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ

⑲空洞探査

㉗ICT活用型
管路マネジメント

㉙下水熱利用
（車道融雪）

熱

㉛クラウド・AI
活用マンホール
ポンプ管理

㉜㉟AI活用管内
異常検知

⑥下水熱利用
（空調等）

⑨焼却排熱発電

㉔省エネ型汚泥焼却

㉓地産地消型バイオマス

㉘中小向けエネルギーシステム

㉑中小向け汚泥有効利用

R2
㉝移設可能な水処理
㉞中小向け低コスト汚泥減量化(広域化)
㉟クラウド・AI活用マンホールポンプ管理

㉞中小向け低コスト汚泥減量化(広域化)

R3 ㊱広域監視制御 ㊲AI活用運転支援
㊳AI活用雨天時浸入水対策

㊱広域監視制御
㊲AI活用運転支援
㊳AI活用雨天時浸入水対策

R4 ㊴初沈エネルギー回収
㊵深槽曝気省エネ型改築

R4
補正

㊶消化汚泥効率的リン回収
㊷MAPによる脱水ろ液リン回収
㊸MAP以外による脱水ろ液りん回収

R5 ㊹発酵熱を利用したコンポスト化
㊺汚泥の超高温炭化

㊹発酵熱を利用したコンポスト化
㊺汚泥の超高温炭化

②
ガス
回収

③ガス精製

④ガス発電

⑯CO2回収

⑪水素創出

⑮ガス集約

バイオ
ガス

R5
補正 ㊻炭化物による下水汚泥りん回収

R6 ㊼下水汚泥からの肥料資源回収

 

図1-1 B-DASHプロジェクトの一覧  
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§2 ガイドラインの適用範囲 
 本ガイドラインは、本技術を用いた車道融雪での利用を目的とする設備の導入検討、計画・設計及

び運用・維持管理に適用する。 

 

【解説】 
 本ガイドラインは、本技術の導入を促進することを目的として、本技術の導入検討、計画・設計、運

用・維持管理の参考となるようにとりまとめたものであり、下水道管理者及び関連する民間企業等に

利用されることを想定して作成している。 

 なお、本技術によるシステムの設置及び管理については、対象とする道路の管理者との協議が必要

である。 
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§3 ガイドラインの構成 
 本ガイドラインは、以下のとおり構成される。 

（1）第 1 章 総則 

（2）第 2 章 技術の概要及び評価 

（3）第 3 章 導入検討 

（4）第 4 章 計画・設計 

（5）第 5 章 運用・維持管理 

 

【解説】 
 本ガイドラインは、全 5 章及び資料編からなる。各章の概要は以下のとおりであり、資料編として

B-DASH プロジェクト実証研究の結果を掲載している。 

 

（1）第 1 章 総則 
 本ガイドラインの目的、適用範囲、ガイドラインの構成及び用語の定義について記述する。 

 

（2）第 2 章 技術の概要及び評価 
 本技術の目的、適用条件、内容及び実証研究に基づく本技術の評価を示す。 

 

（3）第 3 章 導入検討 
 本技術の導入検討手順、基礎調査内容、導入効果の検討及び導入判断の方法を示す。 

 

（4）第 4 章 計画・設計 
 本技術の導入が決定された後の具体的な計画・設定を進めるための手順として、必要熱量の算出、

放熱設備、採熱設備、操作・制御設備の設計並びに概算工事費の算出に係る方法及び考え方を示す。 

 

（5）第 5 章 運用・維持管理 
 本技術を導入した場合のシステムの運用・維持管理について示す。 
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§4 用語の定義 
 本ガイドラインで扱う用語は、以下のとおり定義する。 

 

下水熱： 下水処理水又は未処理下水を熱源とする熱をいう。 

 

熱源水： 下水熱の回収及び舗装で放熱するための媒体をいう。水や不凍液が使われる。 

 

放熱設備： 舗装に埋設して温めた熱源水を通過させることができる配管をいう。 

 

採熱設備： 下水から熱を回収するための設備をいう。 

 

小口径管路： 口径 800 mm 以下の下水道管路をいう。 

 

下水熱利用： 下水道施設内に採熱設備を設け、下水を熱源として利用することをいう。 

 

融雪設備： 熱源で路面を温めて車道の雪を融かすための設備で、採熱設備、熱源水配管、循環設備、

放熱設備、操作・制御設備等を含めた設備全体の総称をいう。 

 

放熱管： 放熱設備に用いる配管をいう。 

 

採熱管： 採熱設備に用いる配管をいう。 

 

熱源水配管： 採熱設備から放熱設備の間に配置し、熱源水を循環させる配管をいう。 

 

循環設備： 回収した下水熱を採熱設備から放熱設備に送るためのヒートポンプ、循環ポンプ、熱源

水の体積変化による圧力上昇を抑制するための膨張タンク、熱源水配管及び熱源水の総称をいう。 

 

操作・制御設備： 本技術の運転操作を制御するための設備をいう。 

 

電源設備： 本技術の動力を供給する受電機器をいう。 

 

機械室： 本技術で設置した設備を配置する室内をいい、熱源水配管、三方弁、ヒートポンプ、循環

ポンプ、膨張タンク、制御盤を配置する施設である。 

 

ヒートポンプ： 電気エネルギーを利用して、熱を温度の低いところから高いところに移動させる機

構の機器設備をいう。これにより、低温の熱源から高温の熱をつくり大きな熱エネルギーとして利用

することができる。 
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ヒートポンプレス： ヒートポンプを利用せずに下水熱を利用する形態のことをいう。 

 

ヒートポンプ運転： ヒートポンプを稼働させた運転をいう。 

 

ヒートポンプレス運転： ヒートポンプを稼働させない運転をいう。 

 

冬期間： 地域によって異なるが、降雪が始まり本技術を稼働する期間のことである。なお、実証研

究では、12 月～3 月とした。下水熱： 下水処理水又は未処理下水を熱源とする熱をいう。 

 

 
なお、下水道施設の基本的な用語については「下水道施設計画・設計指針と解説 ―2019 年版―」（日

本下水道協会、2019 年 9 月）に、採熱設備の基本的な用語については「国総研資料第 804 号 B-DASH

プロジェクト No.5 管路内設置型熱回収技術を用いた下水熱利用導入ガイドライン（案）」2)及び「下

水熱利用マニュアル（案）」（国土交通省水管理・国土保全局下水道部、2021 年 4 月）に準拠する。ま

た、道路施設の基本的な用語に関しては「道路構造令の解説と運用（令和 3 年 3 月版）」（日本道路協

会、2021 年 4 月）に、融雪設備の基本的な用語については「消融雪設備点検・整備標準要領（案）」3)

及び「路面消・融雪施設等設計要領」4)に準拠する。 

 


